








































　最高裁は昭和 28 年に 2件の判決で、売買契約の解除における履行に代わる損害
賠償額の算定にあたり、いずれも買主の主張の通り、解除時を基準にしている。
　㉒最判昭和 28 年 10 月 15 日民集 7巻 10 号 1093 頁は次のようにいう (同判決に











ている ( 本判決に関する文献として、青山 (1954)、林 (1955)、我妻 (1956)、本













騰貴の場合にはその予見可能性が必要である ( 概要については、田中 (2005)、田














解除後の代替取引により生ずる損害であり ( ⑬ )、解除後の時価を基準にする請



















しかし、解除時準則は大審院の判例上確立されていなかった ( 大場 (1953)44 頁、































　㉓最判昭和 30 年 12 月 1 日集民 20 号 663 頁
　売主Ｙの不履行により買主Ｘが土地の売買契約を解除した。原審 ( 東京高































































4 月 28 日民集 15 巻 4 号 1105 頁は履行期の時価を通常損害としている ( 本判決に
ついての文献として、三淵 (1961)、植林 (1961) がある )。










































①大判明治 38 年 7 月 10 日民録 11 輯 1150 頁
②大判明治 40 年 6 月 25 日民録 13 輯 709 頁
③大判大正 6年 10 月 27 日民録 23 輯 1867 頁
④大判大正 7年 8月 27 日民録 24 輯 1658 頁
⑤大判大正 7年 11 月 14 日民録 24 輯 2169 頁
⑥大判大正 7年 11 月 26 日民録 24 輯 2260 頁
⑦大判大正 9年 8月 28 日民録 26 輯 1298 頁
⑧大判大正 10 年 3 月 30 日民録 27 輯 603 頁
⑨大判大正 13 年 5 月 27 日民集 3巻 232 頁
⑩大判大正 14 年 7 月 20 日新聞 2475 号 9 頁
⑪大連判大正 15 年 5 月 22 日民集 5巻 386 頁
⑫大判昭和 6年 4月 28 日新聞 3269 号 15 頁
⑬大判昭和 7年 2月 24 日裁判例 6輯民事 36 頁





⑮大判昭和 8年 2月 24 日民集 12 巻 251 頁
⑯大判昭和 8年 6月 13 日民集 12 巻 1437 頁
⑰大判昭和 10 年 12 月 18 日全集 3輯 3号 13 頁
⑱大判昭和 11 年 10 月 16 日法学 6巻 1号 92 頁
⑲大判昭和 12 年 11 月 5 日新聞 4202 号 16 頁
⑳大判昭和 16 年 2 月 5 日新聞 4681 号 15 頁
㉑大判昭和 16 年 6 月 18 日全集 8輯 23 巻 10 頁
㉒最判昭和 28 年 10 月 15 日民集 7巻 10 号 1093 頁
㉓最判昭和 30 年 12 月 1 日集民 20 号 663 頁
㉔最判昭和 36 年 4 月 28 日民集 15 巻 4 号 1105 頁
㉕最判昭和 37 年 7 月 20 日民集 16 巻 8 号 1583 頁
㉖最判昭和 37 年 11 月 16 日民集 16 巻 11 号 2280 頁
㉗最判昭和 38 年 1 月 22 日集民 64 号 63 頁
㉘最判昭和 47 年 4 月 20 日民集 26 巻 3 号 520 頁
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